


序　　　　　　文

　我が国はウガンダ共和国に対して、1968 年から 74年まで「ウガンダ職業訓練センター」プロ

ジェクトを実施し、ナカワ職業訓練校の設立と技能者育成に協力した。その後、同校はウガンダ

側の手で独自に運営されてきたが、アミン政権以降の政治的・社会的混乱期を経て、施設・機材

の老朽化、職員の不足、資金不足等の問題を抱え、訓練コースの運営が困難な状況にあった。

　ウガンダは1986年に現ムセベニ政権が発足して以来、復興開発計画に基づいて産業の育成に努

めており、今後工業労働者の需要は増加していくと予想されるが、内戦のもたらした技能労働者

不足が深刻な問題になっている。

　こうした状況を踏まえ、1994年５月ウガンダ政府は我が国に対して、ナカワ職業訓練校に係る

プロジェクト方式技術協力を要請してきた。これを受けて国際協力事業団は無償資金協力による

施設建設の支援を行う一方、プロジェクト方式技術協力の準備を進め、1997年２月に実施協議調

査団が討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わして、同年５月20日から５年間の予定で協力が開

始された。

　今般は、協力の中間地点にあたり、これまでの活動実績や計画達成度を調査・確認するととも

に、協力終了までに必要な事項について提言を行うことを目的に、2000 年（平成 12年）１月９

日から同22日まで、労働省職業能力開発局外国人研修推進室室長寺岡忠嗣氏を団長とする巡回指

導調査団を派遣した。同調査団によれば、プロジェクトはカウンターパートの積極的な参加のも

と、おおむね順調に運営されており、全７学科における養成訓練コースの実施も軌道に乗ってき

ている。

　本報告書は同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト活動に広く

活用されることを願うものである。

　ここに、調査にご協力いただいた外務省、労働省、雇用・能力開発機構、在ウガンダ及び在ケ

ニア日本国大使館、その他内外関係機関の方々に心から感謝の意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願い申し上げる次第である。

　平成 12 年２月

国際協力事業団
社会開発協力部
部 長 　 田 中 由 美 子
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第１章　巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ナカワ職業訓練校は、ウガンダの中小企業振興に必要な技能者向上訓練実施を目的として設立

され、1968年６月から1974年６月まで、我が国のプロジェクト方式技術協力が実施された。そ

の後、アミン政権以降の政治的・社会的混乱期を経て、同校はウガンダ側の手で独自に運営され

てきたが、施設・機材の老朽化、職員の不足、ローカルコストの不足等の問題を抱え、訓練コー

スの運営が困難な状況にあった。

　ウガンダは、1986年に現ムセベニ政権が発足して以降、復興開発計画に基づいて産業の育成に

努めており、今後工業労働人口の需要は増加していくと予想されるが、内戦のもたらした技能労

働者の不足が深刻な問題となっており、同校においても従来の在職労働者に対する訓練（徒弟訓

練及び向上訓練）だけでなく、若年の無技能者に対する養成訓練を実施していくことが急務と

なっている。

　こうした状況を踏まえ、ウガンダ政府は1994年５月、ナカワ職業訓練校に係るプロジェクト方

式技術協力を、我が国に要請してきた。これを受けて国際協力事業団は無償資金協力による施設

建設の支援を行う一方、1994年７月に事前調査、1995年７月に長期調査を実施したうえで、1997

年２月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）の署名を取り

交わした。この結果、同年５月 20 日から５年間の協力期間をもって、電子、電気、機械、自動

車、木工、板金、溶接の７学科における協力が開始された。協力開始後の1998年３月には、計画

打合せ調査団を派遣して、プロジェクトの進捗状況を確認した。

　今回の巡回指導調査は、協力の中間地点にあたるところから、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（ＰＤＭ）及び活動計画に基づいて、プロジェクトの活動実績、投入実績、計画達成度

を調査・確認し、問題点を整理する。また、プロジェクトチーム、ウガンダ側関係機関の双方に

対し、今後の活動計画について協議するとともにプロジェクトの中間評価を行い、必要な提言を

行う。

１－２　調査団の構成

団長／総括　　　寺岡　忠嗣　　　労働省職業能力開発局外国人研修推進室室長

訓練計画　　　　藤原　絹子　　　労働省職業能力開発局海外協力課海外訓練協力官

機械・溶接系　　福田　秀則　　　雇用・能力開発機構職業能力開発指導部

　　　　　　　　　　　　　　　　大学指導課課長補佐

電気・電子系　　中野　亜求了　　雇用・能力開発機構中部職業能力開発促進センター講師

協力企画　　　　佐藤　和美　　　国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課職員
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12：40 東京発（BA008）
16：35 ロンドン着
22：25 ロンドン発（BA2069）

10：00 ナイロビ着
15：30 ＪＩＣＡケニア事務所と打合せ

10：30 ナイロビ発（KQ410）
11：35 エンテベ着
15：00 ナカワ職業訓練校校長表敬
16：30 在ウガンダ日本国大使館表敬

09：15 プロジェクト専門家と打合せ 12：40 東京発（BA008）
10：00 ナカワ職業訓練校校内施設視察 16：35 ロンドン着
14：00 ナカワ職業訓練校と協議 20：00 ロンドン発（KQ101）

09：15 Roofing社（トタン製作）訪問 07：40 ナイロビ着
10：30 Dairy Corporation社（ミルク製造）訪問 10：30 ナイロビ発（KQ410）
11：45 GM Tumpeco社（金属加工）訪問 11：35 エンテベ着

14：15 教育・スポーツ省高等教育担当国務大臣表敬

09：30 外務省アジア局次長表敬
10：00 ルゴゴ職業訓練校視察
10：30 職業訓練局（ＤＩＴ）局長表敬
14：00 分野別協議

団内打合せ、資料整理

団内打合せ、資料整理

09：30 合同調整委員会

09：30 ミニッツ署名・交換

09：30 在ウガンダ日本国大使館報告
12：30 エンテベ発（QU714）
13：40 ナイロビ着

11：00 ＪＩＣＡケニア事務所報告
23：00 ナイロビ発（BA2068）

04：55 ロンドン着
19：00 ロンドン発（JAL402）

15：45 東京着

１－３　調査日程

行程／活動
日順 月日（曜）

団員４名 団長

１ １／９（日）

２ １／10（月）

３ １／11（火）

４ １／12（水）

５ １／13（木）

６ １／14（金）

７ １／15（土）

８ １／16（日）

９ １／17（月）

10 １／ 18（火）

11 １／ 19（水）

12 １／ 20（木）

13 １／ 21（金）

14 １／ 22（土）
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１－４　主要面談者

（1）教育・スポーツ省

Hon. Abdel Rwendeire, the Minister of State for Higher Education

Pius Bigirimana, Acting Permanent Secretary

Doreen S. Katusiime, Principal Assistant Secretary　

Ruth M.Lematia,Commisioner of Business,Technical and Vocational Education

Kaaya Kizito, Commissioner of DIT

Titus K.Weeche, Superintendent of Apprenticeship and Inplant Training, DIT

Tuzinde Abasi, Principal of Nakawa VTI

Masolo Sam Jasper, Deputy Principal of Nakawa VTI

Nafutali Onjie, Deputy Principal of Vocational Training Centre Lugogo

（2）外務省

Jack Wamanga Wamai, Principal Asst. Secretary, Asia and Pacific Dept.

（3）在ウガンダ日本国大使館

飯田吉輝　　　　公使

渡辺元治　　　　二等書記官

（4）Roofing Ltd.

Sheikh Arif, Factory Manager

（5） Diary Corporation

Mackall Okello, Workshop Superintendent

Ben Ebangu, Engineer

（6） GT Tumpeco

Robert Bariho, General Manager

（7）ＪＩＣＡケニア事務所

橋本栄治　　　　所長

吉徳光夫　　　　所員
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（8）プロジェクト専門家

高見　利輝　　　チーフアドバイザー

平川　光則　　　電子

藤田　正廣　　　電気

野澤　征夫　　　機械

佐々木　勝男　　自動車

宝来　利憲　　　木工

飯田　洋丈　　　板金

後藤　哲　　　　溶接

上田　耕治　　　訓練指導技法（短期専門家）
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第２章　要　約

　本巡回指導調査団は、ウガンダ共和国ナカワ職業訓練校プロジェクトの進捗状況を把握し、必

要に応じて活動計画の見直しを行うため、2000 年１月 11日から 19日までウガンダを訪問した。

  ウガンダ滞在中、ナカワ職業訓練校において、日本人専門家及びそのカウンターパートからプ

ロジェクトの進捗状況の説明を受けるとともに、プロジェクトサイトの施設・設備の状況の把握

を行い、さらに、プロジェクトの運営に関する意見交換を行った。教育・スポーツ省の高等教育

担当国務大臣をはじめ、同省の職業訓練局及び外務省アジア・太平洋局の本プロジェクト関係者

とプロジェクトの運営方法等について意見交換を行った。また、現在、ナカワ職業訓練校の養成

訓練生を企業内実習生として受け入れている民間企業を訪問し、実習状況を把握するとともに、

教育・スポーツ省の職業訓練校の１つであるルゴゴ職業訓練校を訪問した。さらに、プロジェク

トの合同調整委員会に参加するとともに、ウガンダ側のプロジェクト関係者とプロジェクトの今

後の運営方法について協議を行い、合意事項等をミニッツとして取りまとめた。

（1）プロジェクトの運営状況

  上記の調査・協議の結果、日本人専門家及びウガンダのプロジェクト関係者の努力によりプ

ロジェクトはおおむね順調に推進されていることが明らかになった。その状況の概要は次のと

おりである。

1）機械、電気、溶接及び自動車の養成訓練については、1998 年４月に開始され、現在、１

年生及び２年生が在校している。２年生については民間企業における企業内実習が行われ

ているが、訓練生が有している技能等は企業関係者から高い評価を受けており、今後、養

成訓練生の当該企業への就職につながることが期待される。板金、電子及び木工の養成訓

練については、1999年５月に開始され、現在、１年生が在校している。また、養成訓練の

応募者数は定員をはるかに上回るなど応募状況は良好であり、ウガンダにおいて本校の評

価が高いことがうかがえる。なお、今回、これまでの応募状況や施設・設備の状況を考慮

して各科の最大定員を 20 名とすることが決定された。

2）向上訓練については、訓練生は少ないものの各科で開始されている。

3）日本からの供与機材の据え付け・活用は、順調に行われている。

4）カウンターパートの配置については、現在、数的には充足している。

5）プロジェクトの円滑な運営のためにカウンターパート及び日本人専門家を構成員とする

９つの委員会が設置され、訓練校の運営方法等について十分な議論がなされる仕組みと

なっており、これを通じカウンターパートが訓練校の運営に積極的な役割を果たしてい

る。本校の運営の自立性、持続性という観点からも注目すべき活動である。なお、より効
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率的な運営を図るため、９つの委員会を６つに再編することが今回の合同調整委員会で決

定された。

6）訓練校の運営資金を確保するため、訓練の際に制作された机、イス等の製品の販売、会

議室の貸し出し、各種部材の受託加工、各種製品の受託生産等の活動、いわゆるインカム

ジェネレーション活動が行われており、本校の自立性、持続性という観点から注目すべき

活動である。

7）訓練計画の調整等を行う学務課（Pedagogy Department）の設置が合同調整委員会で認め

られた。

8）本校を取り巻くフェンスの設置工事については、ウガンダ政府の予算により既に完了し

ている。

（2）プロジェクトの運営上の問題点等

1）ナカワ職業訓練校においては、夜間の養成訓練（１日２時間、１週５日間、訓練期間２年

間）が従来から実施されてきていたが、プロジェクトの協力対象とはしてこなかった。しか

しウガンダ政府が夜間訓練の実施を重要視していること、昼間の養成訓練の応募者が定員を

はるかに上回っているため、入校できなかった者が夜間の養成訓練を受講している例がある

こと、夜間の養成訓練の修了者も昼間の養成訓練修了者と同等の資格を得ることとなってい

ること等から、今後は技術協力の対象とすることとした。ただし、夜間の養成訓練のための

技術移転は、日本人専門家の安全性の観点から昼間に行うこととし、日本人専門家は夜間訓

練に立ち会わないことでウガンダ側の了解を得た。

2）徒弟訓練については、技術協力の対象とされているにもかかわらず、これまでのところそ

の実績はない状況である。今回の調査において、徒弟訓練の訓練生の募集責任は職業訓練局

にあることが明らかとなったため、職業訓練局が訓練生の募集を行い、ナカワ職業訓練校に

徒弟訓練の実施を要請した場合にプロジェクトとしてその実施に協力する旨、プロジェクト

と職業訓練局との役割分担を明確にした。なお、職業訓練局長は、徒弟訓練を今後職業訓練

局の政策として進めるべく、補助金を大蔵省に要求しており、その実施は可能である旨述べ

ている。

3）インカムジェネレーション活動、委員会活動によるプロジェクトの運営活動、夜間の養成

訓練をプロジェクトの活動として明確に位置づけるとともに、徒弟訓練の位置づけを明確に

するため、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）を改訂することが合同調整委

員会で合意された。

4）カウンターパートの配置については、Ｒ／Ｄにおいて各科ともシニアインストラクター１

名、インストラクター３名、アシスタントインストラクター２名を配置することとされてい
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るが、このうちインストラクターの配置数が足りない科があり、その配置を要請した。ま

た、校長及び副校長については、それぞれ校長代理及び副校長代理として任命されており、

プロジェクトの運営上好ましくないことから、人事院に対し正式な任命を働きかけるよう要

請した。

5）カウンターパートへの技術移転については、カウンターパートの配置の遅れ、カウンター

パートの転職等により必ずしも十分でない。このため、日本人専門家チームは、当面、養成

訓練の技術移転に重点を置かざるを得ないとの考えである。この技術移転の遅れにより、向

上訓練も十分実施できない状況にある。

6）養成訓練のうち、木工科のみ訓練生数が定員を下回っている状況にある。ルゴゴ職業訓練

校についても同様の傾向にあるが、ナカワ職業訓練校の施設・訓練内容等をＰＲするなど、

募集方法等についての工夫が必要と考えられる。

7）日本人専門家の派遣については、現在の電気の専門家の任期が切れた際には電気及び電子

の両分野を１名の専門家が、また、板金の専門家の任期が切れた際には溶接及び板金の両分

野を１名の専門家が担当することでウガンダ側と合意した。

8）ウガンダ政府予算が逼迫していることから、ナカワ職業訓練校に配賦される予算が十分で

ない状況が続き、また、給与等も定期的に支給されていない状況にあるため、必要な予算の

確保を要請した。

（3）その他

1）ウガンダ側は、ナカワ職業訓練校の開所式を2000年４月に行うことを予定している旨表明

した。

2）教育・スポーツ省高等教育担当国務大臣より、小学校の卒業生を対象として初歩的な職業

訓練を行う地域職業訓練センターを約 850 設置する計画があること、中等学校において職

業・技術教育を開始する計画があること、ドイツが約800ある民間の訓練センターのうち、

21 の施設に対して技術協力を行っていること等の説明があった。

3）職業訓練局長から、職業訓練局は労働社会福祉省から教育・スポーツ省に移管された際に

位置づけが明確にされていなかったが、次の会計年度においては教育・スポーツ省事務次官

直属の局の１つとして位置づけられる予定であること、職業訓練局は、ナカワ、ルゴゴ等の

職業訓練校や民間の職業訓練センターを所管しており、また、職業訓練の基準を決定するこ

ととなっているなど、その権限は教育・スポーツ省への移管後も変更されていないこと、職

業訓練局を独立法人化させることは特に検討されていないこと（職業訓練局は、一定の範囲

で独自に予算を使うことが従来から認められていること）等の説明があった。

　なお、ケニア大使館のウガンダ駐在飯田公使から、本プロジェクトについては延長するこ
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とを視野に入れて今後の方針を早めに詰めておくことが望ましい旨のコメントがあった。
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第３章　プロジェクト進捗状況

３－１　ウガンダ側投入

３－１－１　施設整備状況

　ナカワ職業訓練校の建物は、無償資金協力により、既存の実習場２棟、管理講義棟、訓練生寮

２棟、食堂が補修され、実習場１棟と訓練生寮２棟が新設された。施設内は清掃がいきとどいて

おり、清潔に保たれていた。

　懸案となっていた、機材の盗難防止等安全確保のための施設周辺フェンス建設については、ウ

ガンダ側の努力により工事が完了している。

３－１－２　カウンターパート配置状況

　現在ナカワ職業訓練校に配置されているカウンターパート（Ｃ／Ｐ）は、校長、副校長、学務

課３名、シニアインストラクターが各科１名（計７名）、インストラクターが電子、機械、自動

車、木工、板金科で各２名（計 10 名）、電気、溶接科で各３名（計６名）、アシスタントインス

トラクター計 20 名の合計 48 名である。

　Ｃ／Ｐの配置については、５学科でインストラクター１名が欠員している他は、すべて完了し

ている。残るＣ／Ｐの配置について、調査団からウガンダ側へ要請したところ、ウガンダ側から

は現在リークルート中であり、適任者が見つかり次第採用する準備がある旨回答があった。

　校長と副校長については、両名とも依然、代行身分の状態が続いており、対外的な活動を行う

うえで支障をきたすこともある。 本件については、調査団から教育・スポーツ省に対し、校長と

副校長を正式な身分へ変更するよう、人事院への働きかけを依頼した。

　プロジェクト開始後、訓練指導技法の重要性が認識され、Ｒ／ＤではＣ／Ｐの配置を定めてい

ないが、ナカワ職業訓練校側では、同分野を専門に担当するＣ／Ｐを配置していた。調査団訪問

中に開催した第３回合同調整委員会で、同分野を、正式に学務課として設置することが認められ

た。

３－１－３　予算措置状況

　本プロジェクトの活動予算は政府予算、訓練授業料、インカムジェネレーション活動による収

入からなっている。これまでの収入実績は、9 7 ／ 9 8 年度（７月から翌６月末まで）は

148,325,000Ush（1997 年７月１日現在のレート 100 円＝ 932.77Ush〔ウガンダシリング〕、した

がって1,590万円相当）、98／99年度270,000,000Ush（1998年７月１日現在100円＝879.64Ush、

邦貨 3,070 万円相当）である。99 ／ 2000 年度には 514,512,000Ush（1999 年７月１日現在 100 円

＝ 1,200.69Ush、邦貨 4,285 万円相当）の収入が予定されている。
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　政府予算については、予算措置の遅れが、プロジェクト活動に支障を来すこともあったことか

ら、調査団より教育・スポーツ省に対し、適切な予算措置を要請した。これに対し、ウガンダ側

からは、財政的な支援の重要性は十分に理解しており、大蔵省に申し入れを行う等、努力してい

る旨説明があった。また、ウガンダ政府の予算はcash budget制で、前月の歳入状況を踏まえて当

月の予算が執行されるため、場合によっては計画どおりに予算を執行できない場合もあることを

理解してほしい旨発言があった。

　ナカワ職業訓練校の収入で特筆すべき点はインカムジェネレーション活動による収入である。

インカムジェネレーション活動とは、施設の貸し出し、訓練で製作した作品の販売等により独自

の収入源を確保するための活動であり、政府予算の執行が不安定ななか、プロジェクトの自立

的、持続的発展につながる努力として高く評価することができる。

３－２　日本側投入

３－２－１　専門家派遣

　プロジェクト開始以降、チーフアドバイザー、調整員、訓練計画専門家、７学科専門家を順次

派遣しており、調整員、機械専門家、溶接専門家の交代を含めて、これまでに計 13 名の長期専

門家を派遣している。プロジェクト後半の派遣計画については、技術移転の進捗状況を考慮のう

え、既に訓練計画専門家の派遣を終了しており、今後は電気・電子科に専門家１名、溶接・板金

科に専門家１名とし、長期専門家７名体制とすることを確認した。

　短期専門家については、これまで、訓練指導技法、木工・金属塗装分野等に計４名を派遣して

いる。

３－２－２　研修員受入

　Ｃ／Ｐの本邦研修は、職業訓練校管理２名、電子２名、電気２名、機械２名、自動車１名、木

工１名、板金２名、溶接２名の計 14 名に対して実施した。さらに、本プロジェクトの所管官庁

が1998年７月に労働福祉省から教育・スポーツ省へ変更され、教育・スポーツ省次官がプロジェ

クト総括責任者となったことから、平成 11 年度には教育・スポーツ省次官を招へいし、日本の

職業訓練政策を紹介するとともに、本プロジェクトの円滑な実施に対する協力を依頼した。

３－２－３　機材供与

　ナカワ職業訓練校の主要機材は、電気科、機械科、自動車科、溶接科については無償資金協力

により供与されており、プロジェクト方式技術協力では、電子科、木工科、板金科について供与

する計画である。既に無償資金協力による供与機材と平成９年度プロジェクト供与機材が搬入、

設置され、訓練で使用されている。平成 10 年度プロジェクト供与機材については、既に搬入が
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完了しており、各科で据え付け作業を実施しているところである。平成 11 年度プロジェクト供

与機材は本邦にて入札手続き中である。

３－３　活動状況及び今後の活動計画

３－３－１　訓練実施体制の整備

　校長、副校長以下約 100 名の職員、うちＣ／Ｐは 48 名を配置し、また、今回学校組織に学務

課（Pedagogy Department）を新設するなど、運営管理体制の整備が図られている。

　Ｃ／Ｐの配置については、インストラクター５名の欠員があるだけで、数には大きな問題がな

いが、現在に至るまで少なからずＣ／Ｐの入れ替えがあり、学科によっては、1998年に入ってよ

うやく戦力となるＣ／Ｐが配置されたところもある。しかし、Ｃ／Ｐの入れ替えは、問題のある

者を替えた場合が多く、前向きなものであるとのことで、優秀なＣ／Ｐの配置については、学校

側も常に努力を払っており、専門家も認めるところであった。校長、副校長の身分を人事院の認

める正式なものにするという点については、今回教育・スポーツ省に要求した。

　また、養成訓練は昼間に加えて夜間の訓練が当初から実施されており、Ｃ／Ｐにオーバーワー

クの傾向がないのかという懸念があったが、一部のＣ／Ｐに確認したところ、夜間は毎日出るわ

けではないので、それほどオーバーワークではないという話であった。

　訓練機材の選定についてはどの学科でも問題がなく、据え付けについてもおおむね良好であっ

た。これら訓練機材の保守・管理についても、専門家の指導により、特に問題がなく行われてい

る。

３－３－２　カウンターパートへの技術移転状況

　技術移転状況は各人また、項目により差があるが、専門家の評価によると、学科指導方法及び

実技指導方法において、専門家及び訪日研修による技術移転を行った項目については、おおむね

「専門分野における技能及び知識があり、業務をほぼ遂行できる」レベル（評価基準５段階の３

のレベル）にある者が多い。技術移転を受けてもレベルの改善しない者はまれにいるが、何か月

もこの状態が変わらない場合は、学校側が改善指導を行っている。

　カリキュラム、シラバス、教材の作成・改訂についてもおおむね順調に技術移転が行われてい

る。

　これらＣ／Ｐへの技術移転においては、1998年度より導入している４点セット、すなわちレッ

スンプラン、ワークシート、インフォメーションシート（学科指導票）、アサイメントシート（課

題票）の作成の指導が有効に機能しており、これに加えて、現在は６点セット（養成訓練の訓練

概念図、シラバス概要図、シラバス、カリキュラム体系図、カリキュラム、訓練細目の訓練目標）

の作成を指導している。
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　Ｃ／Ｐの訪日研修については、Ｒ／Ｄで予定されているもの以外に、ＪＩＣＡの集団研修を大

いに活用しており、効果を上げている。

　今回、各科のＣ／Ｐに「訪日研修で学んだ知識・技能をどのように生かしているか」及び「将

来の技術移転について何を希望あるいは期待するか」という２点について簡単なアンケート調査

を行った。その結果、前者の質問については、訪日研修を受けたＣ／Ｐの少なからずが、得た知

識・技能を生徒への指導のみならず、同僚指導員への指導にも生かしており、研修結果が有効に

活用されているとしている。

　後者の質問については、技術移転対象をナカワ職業訓練校の生徒や広くナカワ職業訓練校を拠

点とした国内労働者と考えて回答したＣ／Ｐが多く、国内産業の発展、ひいては労働者の生活レ

ベルの向上をも視野に入れ、今後自らが更に知識・技能を向上させて、生徒に効果的に技術移転

を行い、卒業生が産業界で活躍していけるようにしたいと答えたり、将来的には、ナカワ職業訓

練校を技能習得の国内拠点にしていきたいとしている。

３－３－３　訓練コース実施状況

（1）養成訓練

　電気、機械、自動車、溶接４科については、1998 年４月に訓練が開始され、電子、木工、

板金３科については 1999 年５月に開始された。いずれの年も木工を除いて定員を上回る応

募があり、20名内外の受入れを行っている。しかし、学費のやりくりの問題等から、訓練生

の数は常に変動があるとのことであった。（なお、1999 年末、教育・スポーツ省の通達によ

り授業料が年間 590,000Ush から 250,000Ush へ大幅に減額された）

　木工科の応募者の増加については、学校側も努力しており、木工科のある高校の関係者を

呼んでＰＲに努めるなどしている。

（2）向上訓練

　1998 年６月～ 1999 年 11 月の間、電子３コース、電気 10 コース、機械６コース、自動車

11 コース、木工１コース、板金５コース、溶接１コースの計 37 コースの向上訓練が実施さ

れた。しかしながら、訓練校の要である養成訓練に重点を置く考えなどから積極的には募集

活動を行わなかったので、各コース受講者は少なかった。

　今後もＣ／Ｐの能力向上、養成訓練の仕上がりなどを考慮しながら取り組んでいくべきと

みる。

（3）徒弟訓練

　徒弟訓練については、職業訓練局（ＤＩＴ）の責任で募集・実施が行われることが今回の
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調査で明らかになった。今後、徒弟訓練実施のための予算が確保されるなどの動きがあれ

ば、実施の見込みがあると思われる。

３－３－４　分野別活動状況

　全体的に総括すると、Ｃ／Ｐの配置については、多くの科においてインストラクター１名程度

の欠員はあるものの、おおむね良好である。機器等の選定については、良くできているが、据え

付けに若干の問題がある。機工具も含めて機器等の保管状況は良好である。職業訓練指導の方法

の評価については先行している科においてはおおむね良好である。機器等を活用した訓練の実施

については、Ｃ／Ｐの配置の時期、Ｃ／Ｐの個々の能力等により各科異なるが、おおむね良好で

ある。訓練用教材の作成は、ほとんどの科において遅れている。企業のニーズ調査は実施してい

るが、企業の要望を十分に把握していない。カリキュラム等は、全科作成済みであるが、改訂等

についてはまだ行っていない。テキストの作成等は、一部を除いて十分ではない。養成訓練の訓

練生の募集については、ほとんどの科で定員を超えており問題はないが、向上訓練はまだ軌道に

乗っていない。企業実習に関しては、４科で実施しており、良好である。なお、コース評価につ

いては、現段階においてはできない。

（1）電子科

　Ｃ／Ｐ１名が欠員している。機器等の選定については良くできていて、据え付けにも問題

がない。機工具も含めて機器等の保管状況は良好である。職業訓練指導の方法の評価はおお

むね良好である。機器等を活用した訓練の実施については良好である。訓練用教材の作成は

順調に行われている。企業ニーズ調査は実施しており、企業の要望を十分に把握している。

カリキュラム等は作成済みであるが、改訂等についてはまだ行っていない。テキストの作成

等は十分ではない。養成訓練の訓練生の募集については定員を超えており問題はないが、向

上訓練はほとんど実績がない。企業実習は実施していない。

（2）電気科

　Ｃ／Ｐはすべて配置している。機器等の選定については良くできていて、据え付けにも問

題がない。機工具も含めて機器等の保管状況は良好である。職業訓練指導の方法の評価はお

おむね良好である。機器等を活用した訓練の実施については良好である。訓練用教材の作成

は遅れている。企業のニーズ調査は実施しているが、企業の要望を十分に把握していない。

カリキュラム等は作成済みであるが、改訂等についてはまだ行っていない。テキストの作成

等は十分ではない。養成訓練の訓練生の募集については定員を超えており問題はないが、向

上訓練はほとんど実績がない。企業実習は実施しており良好である。
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（3）機械科

　Ｃ／Ｐ１名が欠員している。機器等の選定については良くできていて、据え付けにも問題

がない。機工具も含めて機器等の保管状況は良好である。職業訓練指導の方法の評価は良好

である。機器等を活用した訓練の実施については良好である。訓練用教材の作成は遅れてい

る。企業のニーズ調査は実施しているが、企業の要望を十分に把握していない。カリキュラ

ム等は作成済みであるが、改訂等についてはまだ行っていない。テキストの作成等は十分で

はない。養成訓練の訓練生の募集については定員を超えており問題はないが、向上訓練はほ

とんど実績がない。企業実習は実施しており良好である。

（4）自動車科

　Ｃ／Ｐ１名が欠員している。機器等の選定については良くできていて、据え付けにも問題

がない。機工具も含めて機器等の保管状況は良好である。職業訓練指導の方法の評価はおお

むね良好である。機器等を活用した訓練の実施については良好である。訓練用教材の作成は

遅れている。企業のニーズ調査は実施しているが、企業の要望を十分に把握していない。カ

リキュラム等は作成済みであるが、改訂等についてはまだ行っていない。テキストの作成等

は十分ではない。養成訓練の訓練生の募集については定員を超えており問題はない。向上訓

練は一番実績を上げているが、まだ十分ではない。企業実習は実施しており良好である。

（5）木工科

　Ｃ／Ｐ１名が欠員している。機器等の選定については良くできていて、据え付けにも問題

がない。機工具も含めて機器等の保管状況は良好である。職業訓練指導の方法の評価は十分

ではない。機器等を活用した訓練の実施については良好である。訓練用教材の作成は遅れて

いる。企業のニーズ調査は実施しているが、企業の要望を十分に把握していない。カリキュ

ラム等は作成済みであるが、改訂等についてはまだ行っていない。テキストの作成等は十分

ではない。養成訓練の訓練生の募集については定員を満たしておらず、問題がある。また、

向上訓練はほとんど実績がない。企業実習は実施していない。

（6）板金科

　Ｃ／Ｐ１名が欠員している。機器等の選定については良くできているが、輸送等で一部破

損し、据え付けできない機器がある。職業訓練指導の方法の評価は十分ではない。機器等を

活用した訓練の実施については良好である。訓練用教材の作成は遅れている。企業のニーズ

調査は実施しているが、企業の要望を十分に把握していない。カリキュラム等は作成済みで

あるが、改訂等についてはまだ行っていない。テキストの作成等は十分ではない。養成訓練
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の訓練生の募集については定員を超えており問題はないが、向上訓練はほとんど実績がな

い。企業実習は実施していない。

（7）溶接科

　Ｃ／Ｐはすべて配置している。機器等の選定については良くできていて、据え付けにも問

題がない。機工具も含めて機器等の保管状況は良好である。職業訓練指導の方法の評価はお

おむね良好である。機器等を活用した訓練の実施については良好である。訓練用教材の作成

は遅れている。企業のニーズ調査は実施しているが、企業の要望を十分に把握していない。

カリキュラム等は作成済みであるが、改訂等についてはまだ行っていない。テキストの作成

等は十分ではない。養成訓練の訓練生の募集については定員を超えており問題はないが、向

上訓練はほとんど実績がない。企業実習は実施しており、良好である。

３－４　プロジェクトを取り巻く環境

３－４－１　ウガンダの職業訓練政策

　1992年の教育政策に基づくウガンダの職業訓練政策としては、主に、①小学校卒業生を対象と

する850の地域職業訓練センター（village politechnic）の設立、②総括的中等学校（comprehensive

secondary school）への転換、③現存の職業訓練校の技術力向上、④民間訓練センターに対する支

援、があげられる。

　①の政策は、就学人口の増加に伴い中等学校での受入れが限界に達しているため、代替教育機

関として職業訓練校の増設を計画するものである。また、②については、中等教育において学問

のみ教育するのではなく、技術教育も行うことをめざすものである。④については、ウガンダに

約800存在する民間訓練センターのうち、21センターに対し、ドイツが２年間の予定でカリキュ

ラム改定等に関する協力を行っている。

　教育・スポーツ省としては、ウガンダで最高レベルにあるナカワ職業訓練校を中心として、国

の職業訓練を振興していきたいと考えており、本プロジェクトに対する期待も大きい。　

　

３－４－２　教育・スポーツ省の組織

　1998年の省庁改編の結果、職業訓練の所管は労働福祉省から教育・スポーツ省へ変更された。

これに伴い、職業訓練局（ＤＩＴ）、ナカワ職業訓練校を含むＤＩＴ傘下の職業訓練校も教育・

スポーツ省の所属となったが、その位置づけは明確にされておらず、現時点の教育・スポーツ省

組織図上にも示されていない。教育・スポーツ省には、従来から職業教育を所管する部局とし

て、Business, Technical and Vocational Education 局が存在しており、教育・スポーツ省は同局と

ＤＩＴ、ＤＩＴ傘下の職業訓練校の関係を含めて、整理を進めているようである。
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　本プロジェクトは、従来どおりＤＩＴを直属の所属機関としつつも、教育・スポーツ省次官と

の直接的なつながりを深めており、所管官庁変更によるプロジェクト運営面への大きな支障は、

これまでのところ生じていない。

　

３－４－３　企業のニーズ

　電気、機械、溶接、自動車の養成訓練コースでは、２年生が現在、企業内訓練に参加している。

企業内訓練受入先企業では、ナカワ職業訓練校生徒の技術力を高く評価しており、企業内訓練終

了後に訓練生を採用することを検討している企業も存在する。こうした状況から判断すると、本

プロジェクトが 2000 年３月に送り出す卒業生については、多くの就職が期待される。

　企業内訓練受入先企業におけるヒアリングの結果、従業員の技術レベルの低さを認識してお

り、従業員に対する向上訓練の実施を希望していることが分かった。本プロジェクトではＣ／Ｐ

の技術力の低さもあり、養成訓練の立ち上げに重点を置いていたため、これまで向上訓練を本格

的に実施していないが、プロジェクト後半では、こうした企業のニーズに応え、向上訓練を定期

的に実施していくことが望ましい。
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第４章　今後の活動計画

　全体的には、カウンターパート（Ｃ／Ｐ）の配置及び能力に多少の違いがあるものの、各科と

も技術移転及び養成訓練は、ほぼ順調に行われていると思われる。今後の課題としては、整備さ

れた供与機器等を活用したより高度な技術移転を行うことが重要となってくる。そのためには、

具体的な技術移転の年間、月間及び週間の計画書を作成し、定期的に技術移転が確保できるよう

に学校側（適正なＣ／Ｐの配置）及びＣ／Ｐ（確実な時間の確保）と協議する必要がある。

　各科別の今後の活動に係る具体的な問題点及びその解決策あるいは留意点については以下のと

おりである。

４－１　電子科

　電子科の技術移転に関しては、おおむね順調に進んでいると思われる。しかし、Ｃ／Ｐにすべ

てを任せることはまだ無理である。この理由としては、指導するうえでの心構えができていない

こと、指導するうえでのノウハウが足りないこと、学科全体的な見方ができないことがあげられ

る。これには、専門家の立場から見た仕上がり像とウガンダの現状から見た仕上がり像に大きな

違いが生じている背景がある。しかし、ウガンダが高度成長期にある今、専門家の立場から見た

仕上がり像に水準をおくことが望ましい。そのため、今後の課題として、これらの問題を改善

し、Ｃ／Ｐを自立させることが必要である。

４－２　電気科

　電気科の科目は大きく分けて、電気配線、制御盤、モータ、冷凍空調の４科目がある。このな

かで、現在技術移転がほぼ完了しているものは、電気配線とモータのみである。この理由として

Ｃ／Ｐの知識力は高いが技能力は高くないことと、指導に対する認識が専門家と大きく異なるこ

とがあげられる。しかし、専門家の努力により最近になってＣ／Ｐの認識がやや改善されてきた

ので、これから制御盤と冷凍空調に関して技術移転を始めるところである。だが残念ながら、現

在の専門家は任期があと２か月で満了すること、後任は派遣されないことが決定している。しか

し、制御盤と冷凍空調に関しての企業ニーズは非常に高いため、制御盤と冷凍空調に関して短期

専門家を派遣する必要がある。

４－３　機械科

　Ｃ／Ｐの配置については、質的・量的に一番充実しているが、それでも、Ｃ／Ｐが有している

技能レベルは養成訓練を指導できる程度であり、向上訓練の本格的な実施においては、更に専門

的（例：超硬工具の知識や切削理論等）な技能・技術のレベルアップが必要と思われる。また、
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技能・技術のレベルだけでなく、作成した物の精度や仕上げといった付加価値の考え方を指導す

る必要がある。

　専門家はまだ赴任して数か月であるが、海外の経験も豊富であり、今後、より専門的な技術移

転を期待したい。

４－４　自動車科

　Ｃ／Ｐのほとんどが外国での研修（日本の研修も含む）の経験があるので、今後のより専門的

な技術移転に期待できる。機器等については、一般的に使用されているものを多く取り入れてお

り、養成、向上、インカムジェネレーション等に活用されているが、今後は機器等のメンテナン

スを重要視し、耐用年数を考慮した指導が必要である。市内も含めて、ほとんどが日本車であ

り、今後は電子部品が多く使用された車種が輸入されることが想定され、カリキュラム、教材の

改訂が求められる。現専門家は2000年３月をもって交代となるが、後任に期待することとなる。

４－５　木工科

　Ｃ／Ｐの配置が大幅に遅れ、技術移転が順調に行われていないが、養成訓練の実施には特に問

題はない。機器等についても、据え付け工事等の遅れがあり苦労したようであるが、メンテナン

スを重要視した技術移転が行われている。

　ウガンダにおける木工技能者の地位が低いことなどにより入校者が少ないが、今後は施設・設

備内容の公開とともに、技能力等の向上を広くアピールすることが必要である。

　専門家は任期を延長し、積極的に活動しているので、インカムジェネレーションの指導も含め

て今後に期待したい。

４－６　板金科

　板金科と配管科は共通する部分はあるものの、専門的な技能レベルにおいては異なるものであ

る。現専門家は主として板金が専門であり、配管の一部は担当できるが、技能的な部分について

は難しい。板金部門に限って言えば、Ｃ／Ｐの配置の遅れ及び能力の問題はあるものの、技術移

転等に特に問題があるわけではなく、現専門家の任期中に、予定された機器等が設置されれば

（サイトに到着した機器等の一部に欠陥が指摘されている）特に問題はないと思われる。しかし、

配管担当のＣ／Ｐに対する技術移転は進んでおらず、今後は専門家の数の縮小の関係から板金関

係の後任が派遣されないことからも、配管の短期専門家の派遣が急がれる。

４－７　溶接科

　板金、溶接の共用実習場は、他科から比較しても、また、機器等の数、安全面からも狭すぎる
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ように思う。機器等の一部はまだ整備されていないが、現有の機器等だけで十分に技術移転にも

訓練にも対応できる。ただし、溶接は材料費及び機器等の消耗品を多く使用することから十分な

予算措置が必要であり、インカムジェネレーションも含めて何らかの手だてを要する。

　専門家は赴任後数か月であり、本格的な技術移転の準備をしている段階であるが、板金科の専

門家の補充がないことから、板金科に関する技術移転等にも対応することになるので、今後の活

躍に期待したい。
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第 5章　中間評価

　プロジェクト中間時点で実施すべき評価４項目（目標達成度、実施の効率性、計画の妥当性、

自立発展性）の観点から、本プロジェクトのこれまでの活動を評価すると、以下のとおり概括す

ることができる。

（1）目標達成度

　７分野の養成訓練、向上訓練が実施され、養成訓練生については企業内訓練の実施で企業の

評価がおおむね高く、向上訓練については実施体制の整備に伴い、産業界のニーズに徐々に応

えつつある。このため、「ナカワ職業訓練校において、各分野（機械、電気、溶接、板金、自

動車、電子、家具製作）で産業、工業界の求める技術者が養成される」というプロジェクトの

目標は達成されつつある。

（2） 実施の効率性

　各投入が適正に行われ、タイミングについても特に大きな問題がなかったので、各分野の職

業訓練に必要な体制が整備され、各分野の職業訓練指導員の能力が向上した。また、養成訓

練、向上訓練の訓練コース内容が設定され、実施されていることから、成果は達成され、プロ

ジェクトは効率的に行われている。

（3） 計画の妥当性

　設定された目標は現在でもウガンダの開発政策に合致しており、ウガンダ工業界のニーズに

応えつつあるので、計画は妥当であった。

（4） 自立発展性（見通し）

　各委員会活動によるウガンダ側関係者の主体的な運営及びインカムジェネレーション活動に

よる財政的裏付け等により、自立発展に明るい見通しがある。
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